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―― 資金計算書における資金概念の確認 ――
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Ⅰ は じ め に

企業がどのような源泉から資金を調達し，これをどのような使途に投入した

かという情報は資金計算書において開示される。１）このような情報は，企業の流

動性を示すものといわれる。

企業会計において，損益は必ずしも現金等の収支と一致しない。たとえば銀

行からの借入れは，現金の収入となるが，損益計算における収益ではない。ま

た，減価償却費は非資金費用であるため，損益計算上は費用となるが，同一会

計期間における現金の支出は行われない。資金計算書を作成する目的は，損益

計算書とは別の観点から，企業の資金状況を開示，すなわち企業がその債務を

期日に支払う能力である支払能力と，企業がその富を増加させる能力である収

益力とについての情報を提供することにあるとされる。２）そこで，このような目

的を達成するためには，どのような資金概念を用いることが望ましいのかが問

題となる。

ケーファーは，独立した本来の流動性を表示するためには，ある一つの資金

を分離する必要があることを指摘している。３）資金について考える時，あらゆる

１）染谷恭次郎稿「資金会計の基礎概念」『体系 近代会計学Ⅶ 資金会計論』中央経済社，１９８０
年，３頁。
２）Heath, L. C., Financial Reporting and the Evaluation of Solvency, Accounting Research

Monograph ３, AICPA,１９７８, p.１（鎌田信夫, 藤田幸男共訳『ヒース財務報告と支払能力の
評価』国元書房,１９８２年１頁。）.



種類の資金の原型であるとともに最も重要なものは，貸借対照表に示されてい

るところの，企業が使用できる財貨と給付の全体としての総財産である。資金

運動と流動性の表示のために，ここから単に計算的に分離された特殊な資金

に，ある種の独立的な意味がこの種の資金に与えられるならば，資金計算書は

一層意味のあるものになるとして，４）我々に示唆を与えてくれている。

丹念な文献渉猟を行ってケーファーは，最も重要な資金を形成する場合とし

て，正味流動資産（Netto-Umlaufsmittel），貨幣資産（Geldmittel, cash fund），

貨幣および貨幣類似の資産（Geld und dem Geld verwandte Mittel），すべての経

済的資源（sämtliche Wirtschaftsmittel），正味積極項目（Netto-Aktiven）をあげ

る。５）また，アントンも，現金（cash），総資源（total resources），運転資本（working

capital），流動資産（current assets），貨幣資産（money assets），正味貨幣資産（net

money assets）といったほぼ同じような概念を提唱している。６）

わが国では２０００年３月期より，連結キャッシュ・フロー計算書の作成が義

務づけられた。そこでは，キャッシュすなわち，現金および現金同等物が資金

概念とされており，収支の均衡と，営業，投資，財務の諸活動間の資金の流れ

の方向を示すことによって，企業の流動性が表示されるのである。７）すでに，こ

の現金および現金同等物という資金概念が市民権を得つつあるようにも思え

る。しかし，ミッチェル８）やケスター９）といった資金計算書のいわば黎明期を

３）Käfer, K., Kapitalflußrechnungen , Stuttgart, C. E. Poeschel Verlag,１９６７, S.５２（安平昭二,
戸田博之, 徐龍達, 倉田三郎共訳『ケーファー資金計算書の理論（上巻）』千倉書房,１９７６
年,８２頁。）.
４）Käfer, K., a . a . O., S.４１（訳書６５頁。）.
５）Käfer, K., a . a . O., S.４１－４２（訳書６５－６７頁。）. ここで正味積極項目の変動とは, 資産の
うち, 自己資本における種々の項目の変動と対応するものである。
６）Anton, H. R., Accounting for the Flow of Funds, Boston, Houghton Mifflin Company,１９６２,

pp.３１－３６.
７）染谷恭次郎著『財務諸表三本化に向けて－会計学論文選集－』雄松堂出版,１９９９年 a，４５６
頁。
８）Mitchell, T. W. “Reviews of Corporation Reports” The journal of Accountancy, Feb.１９０７, p.
３１２. ミッチェルは，流動資産合計額から流動負債合計額を控除した差額を求めている。
ただし彼は，運転資本という語ではなく，剰余（surplus）という語を用いている。
９）Kester, R. B., Advanced Accounting , New York, Ronald Press Company,１９４６, pp.６６０－６６２.
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築いた人たちは，流動資産や運転資本を資金概念と考えており，これがしばら

く支配的な概念であった。ここに，なぜキャッシュという概念が用いられるよ

うになったのかという疑問が生まれるのである。

この点を明らかにするために，資金概念の変遷をたどり，各概念を検討して

みたい。そして，果たして，キャッシュを資金概念とすることはどのような意

味を持つのかを改めて考えてみたい。

Ⅱ 資金概念の変遷の概観

資金は，支払手段として機能し，生産活動を側面から援助する働きをする。

森藤教授は，資金に含められる経済的資源の範囲をどのように決めるかは，当

該企業の環境および資金計算書の利用目的に依存するものであるとの分析か

ら，特定の経済的環境と，そこで成立した資本をめぐる委任関係の変化が，

様々な資金概念を生みだす背景となってきたと述べている。そして，その主な

ものとして，運転資本，正味貨幣資産（あるいは正味当座資産），現金，およ

びすべての財務的資源の４つをあげることができるとしている。１０）ここで，資

金概念の歴史的展開を追いながら考察しよう。

１ 運転資本資金概念

１９４０年にクンゼが，「正味流動資産変化要約表（Summary of Changes in Net

Current Assets）」）１１）を発表している。この様式は，後のマイヤーによって取り

入れられ，「運転資本増減計算書（Statement Accounting for Variation in Working

Capital）」）１２）として報告された。マイヤーはこの中で，資金計算書が表示する

資金とは運転資本であると明示している。１３）また，クンゼは，運転資本という

１０）森藤一男稿「資金会計システム」『体系 近代会計学Ⅶ 資金会計論』中央経済社，１９８０
年，１６１－１６３頁。様々な識者の研究を踏まえた上で，上記４つの資金概念が示されている。

１１）Kunze, H. L. “A New Form of Funds Statement” The Journal of Accountancy, Jun.１９４０, p.
２２４.
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語が流動資産と同義に使用される場合があるため，ここに表示されるものが，

流動資産から流動負債を控除した正味運転資本であるということを明確にする

ために，正味流動資産という語を使用している。１４）

資金計算書の目的についてクンゼは，運転資本項目の流入と流出を示すこと

によって，貸借対照表の流動部分の変化を明らかにするものと考えている。１５）

また，マイヤーは，この表が期首と期末の運転資本の変化を説明するものであ

り，この表を作成する目的は運転資本，したがって流動性状態の変化を生じさ

せた財務活動を展望することにあるとしている。１６）つまり，会計上の取引の大

部分は運転資本に影響するので，運転資本変化の原因を要約することによっ

て，重要な財務活動のほとんどすべてが明らかにされると考えられていた。

しかしながら，資金計算書が運転資本の変化を示すという目的を持っている

場合，運転資本の変化を伴わない重要な財務活動がこの表の記載から除かれて

しまうという批判１７）がなされることは，首肯し得るところである。例えば，

株式を発行して固定資産を取得した場合や社債から株式への転換が行われた場

合には，運転資本には何らの変化も生じない。したがって，運転資本の変化に

焦点を合わせた資金計算書には，これらの財務活動は記載されないことになる

のである。

２ 当座資産資金概念

資金計算書はその成立以来，おもに運転資本資金計算書の形態で展開されて

おり，それが当時の支配的な形態となっている。しかしながら，ムーニッツが

１９４３年に発表した資金計算書１８）では，その資金概念が当座資産と限定されて

１２）Myer, J. N. “A Statement of Funds or Working Capital” The Journal of Accountancy, Jul.
-Dec.１９４１, p.２５８.

１３）Ibid., p.２５８.
１４）Kunze, H., op . cit., p.２２２.
１５）Ibid., p.２２４.
１６）Myer, J., op . cit., p.２５８.
１７）染谷恭次郎著『キャッシュ・フロー会計論』中央経済社，１９９９年 b，１０５頁。
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いることが注目される。ここに取り上げられている当座資産とは，継続企業に

おける短期的財務項目のすべてを意味するものである。すなわち，現金預金，

回収過程にある現金（短期債権），二次的現金としての国債その他市場性のあ

る一時所有の有価証券などの合計から，支払過程にある現金（短期債務）を控

除したものをいう。現金のほか，近い将来において法的あるいは慣習的に現金

収入や現金支出をもたらすものが含められるのである。１９）

ムーニッツの資金計算書が，運転資本資金計算書と異なっているのは，棚卸

資産を資金として含めないことである。継続企業にあっては，清算過程にある

企業と異なり，原材料，仕掛品，製品，商品等は，現金を受取るべき権利を意

味しておらず，また，現金を支出する義務を意味するものでもない。むしろ，

それらが販売されて，現金収入をもたらすかあるいは債権を発生させる以前

に，相当額の資金支出を必要とするのである。２０）このことから棚卸資産は，資

金の運用形態なのである。また彼は，最小の資金概念は手許現金と要求払預金

であり，最大の概念は現金預金，短期債権，二次的現金としての国債その他市

場性のある一時所有の有価証券などの合計額から短期債務額を控除したもので

あるとする。そして，どのような場合にも資金の概念はこの２つの内にあるこ

とから，棚卸資産を資金に含めないことを主張しているのである。これは，債

権や債務が現金に対する繰延項目であるのに対して，棚卸資産は固定資産と同

様に損益に対する繰延項目であるとするギルマンの考え方２１）に一致している。

３ 現金資金概念

資金の意味を現金に限定した資金計算書として，１９４４年にスコビルが「資

１８）Moonitz, M. “Inventories and the Statement of Funds” The Accounting Review , Jul.１９４３， p.
２６５.
１９）Ibid., p.２６３.
２０）Ibid., p.２６４.
２１）Gilman, S., Accounting Concepts of Profit , New York, Ronald Press Company,１９３９, pp.
３５９－３６０（片野一郎監閲・久野光朗訳『ギルマン会計学－中巻－』同文舘，１９６９年，４３６
頁。）.
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金利用要約表（Application-of-Funds Summary）」２２）を示した。また，デイも１９５１

年に，このような資金概念によるものを主張している。２３）

通常考えられる現金とは要求払の預金を含むものであるが，スコビルの資金

計算書からは，ムーニッツの主張するような，当座資金概念に含められた短期

の債権・債務や市場性のある一時所有の有価証券が除かれている。それらの増

減は資金の使途あるいは源泉として考えられるものである。したがって，この

資金計算書においては，商品売上高がそのままでは資金流入の源泉とは見られ

ず，その回収金額が資金の源泉として表示される。また，商品仕入高もそのま

までは資金流出の使途とは考えられず，それに対する支払金額が資金の使途と

して表示されるのである。回収金額は売上高に受取手形や売掛金の増減を加減

して求められる。その他の収益や費用に関する資金収支も，損益計算書に表示

された金額ではなく，期間中に実際に収支した金額をもって表示されねばなら

ない。それらの金額は，損益計算書の示すこれらの項目の金額に未収支や前受

あるいは前払金額の増減を加減して求められる。したがって，もし損益諸項目

の明細を示さず，損益計算書の示す純損益を「営業活動からの資金流入」もし

くは「営業活動への資金流出」といった項目をもって資金の源泉欄あるいは使

途欄に表示するときには，これに減価償却費などの収支に関係のない損益項目

を加減するとともに，受取手形や売掛金，支払手形や買掛金，その他の未収支

および前受・前払項目の増減を加減せねばならない。２４）

このような資金計算書は，現金勘定あるいは現金出納帳の示す現金収支記録

を要約することによっても作成できる。スコビルは，この方法を「積極的方法

（positive approach）」と，そして，比較貸借対照表などから作成する方法を「消

極的方法（negative approach）」とよんでいる。２５）しかしながら会計記録の主要な

２２）Scovill, H. T. “Application of Funds Made Practical” The Accounting Review , Jan.１９４４, p.
２２.
２３）Day, E. B., CPA Peat, Marwick, Mitchell & Co. “Cash-Balance Approach to Funds Statement

Promotes Clarity in Financial Reports” The Journal of Accountancy, Apr.１９５１, p.６０１.
２４）Scovill, H., op . cit., pp.２３－３１（染谷恭次郎，前掲書，１９９９年 b，１１３頁。）.
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重点は，現金の流れを記録することではなく，むしろその記録を通して価値を

把握することにおかれている。すなわち，現金勘定あるいは現金出納帳は現金

の収入と支出の総額を明らかにするが，その移動を適切に示すものでない。２６）

また，現金勘定あるいは現金出納帳に記録された膨大な取引を集約する作業は

きわめて困難なものと考えられる。このため，比較貸借対照表や損益計算書な

どから作成する方法が，一般に行われているようである。

４ 総資産資金概念

アメリカ公認会計士協会（The American Institute of Certified Public Accountants;

AICPA）の「会計調査研究報告書第２号」２７）において，メイソンは，資金概念

を広くとらえるほうがすぐれているとしている。彼は，会計によって把握され

るすべての重要な事象の財務的側面を，資金計算書のなかに表示し得るように

するために，資金を，「すべての財務的資源」（all financial resources）を意味す

るものとすることを推奨している。２８）１９５１年のゴールドバーグの論文でも，同

様に資金概念の拡張が要請されている。２９）

この概念は，伝統的な資金概念の狭小性に対する疑問あるいは「すべての財

務活動の開示」の意図のもとに，提唱されたものである。意見書（Opinions of

the Accounting Principles Board ; APBO）No.３による「資金の源泉と運用に関

する計算書（The Statement of Source and Application of Funds）」３０）は，主に資金

フローに焦点を当て，資金の源泉および運用を示した表を財務報告の補足的情

報として表示すべきとした。さらに，APBO No.１９による「財政状態変動の報

２５）Ibid., p.２１.
２６）染谷恭次郎，前掲書，１９９９年 b，１１３頁。
２７）Mason, P., “Cash Flow” Analysis and the Funds Statement , AICPA, An Accounting

Research Study２,１９６１.
２８）Ibid., pp.５４－５６.
２９）Goldberg, L. “The Funds Statement Reconsidered” The Accounting Review , Oct.１９５１, pp.４８７

－４８８.
３０）AICPA, APBO , No .３., Oct.,１９６３.
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告」では，資金の源泉および収支より広い概念を表す「財政状態変動報告書

（Reporting Changes in Financial Position）」３１）の表示が求められた。

ケーファーはしかし，この種の見解を主張する者について，資金または財務

的資源として何を考えているかということについて明瞭な陳述がないことがし

ばしばあるとし，３２）この概念は多様な項目を包含しているために，その概念は

いちじるしく不透明であるため，その本質や処理手続などをめぐる意見も多様

であり，批判も多いとしている。

Ⅲ 各資金概念における資金計算書の検証

各資金概念の成立については，ここまでに概観したとおりである。ここでは

次に，各々の資金概念の違いを明確にするために，単純な仮説的数値モデルを

用いて考察を行ってみることにする。次頁に掲げた図表１は，モデルの基礎と

なるデータを示してみたものである。

ここまでの考察から得られた資金概念として，運転資本資金，当座資産資

金，現金資金，そして総資産資金の４つに加えて，ここでは流動資産資金につ

いても取り上げることにする。これら５つの概念をもとにして，大きな資金概

念から小さな資金概念へと，考察をすすめる。すなわちここで作成する資金計

算書は，順番に，総資産資金計算書，流動資産資金計算書，運転資本資金計算

書，当座資産資金計算書，そしてキャッシュ・フロー計算書である。また，そ

れぞれの概念を比較するため，キャッシュ・フロー計算書の様式を用いて，間

接法で作成していくこととする。なお，便宜上，図表１の当期未処分利益を，

当期純利益として考える。

３１）AICPA, APBO , No .１９., Mar.,１９７１.
３２）Käfer, K., a . a . O., S.５３（訳書，８３頁。）.
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貸借対照表

×年１月１日

現金預金 １００ 買掛金 １００

売掛金 １００ 借入金 ２００

商品 １００ 資本金 ５００

建物 ２００

土地 ３００

８００ ８００

貸借対照表

×年１２月３１日

現金預金 ２００ 買掛金 ２００

売掛金 ８０ 借入金 １００

商品 １２０ 減価償却費累計額 ３６

車両 １００ 資本金 ５６４

建物 ２００ 当期未処分利益 ２００

土地 ４００

１，１００ １，１００

損益計算書

自×年１月１日 至×年１２月３１日

売上原価 ２，０００ 売上高 ３，０００

販売費および一般管理費 ７６４

車両減価償却費 １８

建物減価償却費 １８

当期未処分利益 ２００

３，０００ ３，０００

（図表１）モデルの基礎となるデータ

資金計算書から読みとれる流動性についての検証 ２２９



① 総資産資金計算書（図表２）

この概念によれば資金は，企業の所有するすべての経済的資源と定義され

る。すなわち，一期間のすべての財務取引と財務変動を分析し，資金の源泉と

資金の使途を均衡させるために用いられる。この計算書は，現金，正味貨幣性

資産，あるいは運転資本など資金の源泉から資金の使途を差し引いてその残高

を表示する方法とは異なり，資金それ自体の変動に注目するというよりも，資

金変動の原因に注目させることにその意味がある。ここでは，会社内部の振替

取引以外の資産の変動はすべて資金的変動と考えられる。この概念を用いると

き関心がもたれているのは資産の変動そのものであって，資産の変動が現金あ

るいは正味貨幣性資産などにどのような影響を与えるかという点にあるのでは

ない。

本来，ある資産を取得し，その資産勘定が増加すると仮定するとき，その他

の勘定に一切変動がないと仮定すれば，それに関連する資金が用意されていな

ければならない。複式簿記のような閉鎖的な計算体系においては，これは資金

を外部の源泉から求めた場合に生じる。また交換，例えば中古資産と新資産と

の交換を含むという意味で広義の概念として，狭義のこれと区別しなければな

らないとされている。３３）基礎データから算出される資金増加額と資金計算書は，

次の通りである。

総資産の増加額＝

期末総資産在高
（現金預金２００＋売掛金８０＋商品１２０＋車両１００＋建物２００＋土地４００）

－期首総資産在高（現金預金１００＋売掛金１００＋商品１００＋建物２００＋土地３００）

＝１，１００－８００＝３００

３３）鎌田信夫稿「資金会計」『企業会計』中央経済社，第２９巻第１０号，１９７７年，１４９－１５０
頁。
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② 流動資産資金計算書（図表３）

これは固定資産に対する概念であって，資産のうち，現金および，正常の営

業活動の結果，比較的短期間に現金化されるものと認められる資産をいう。代

表的な流動資産には，現金，預金，受取手形，売掛金，一時所有の有価証券，

商品，半製品，原材料，仕掛品などがある。３４）基礎データから算出される資金

増加額と資金計算書は，次の通りである。

流動資産の増加額＝期末流動資産在高（現金預金２００＋売掛金８０＋商品１２０）

－期首流動資産在高（現金預金１００＋売掛金１００＋商品１００）

＝４００－３００＝１００

３４）黒田全紀稿「流動資産」『第五版 会計学事典』同文舘，１９９７年，１２２９頁。

自×年１月１日 至×年１２月３１日

資金の源泉

営業活動からの資金流入額

当期純利益 ２００

減価償却費 ３６

買掛金増加額 １００（＝２００－１００）

財務活動からの資金流入額

資本金増加額 ６４（＝５６４－５００）

４００

資金の使途

財務活動のための資金流出額

借入金返済額 １００（＝２００－１００）

１００

資金増加額 ３００（＝４００－１００）

（図表２）総資産資金計算書
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③ 運転資本資金計算書（図表４）

運転資本とは，流動資産すなわち貨幣性資産，前払費用および棚卸資産から

流動負債を差し引いた概念で，この変動をもたらす取引が，資金取引として認

識されて資金計算書に表示される。この概念は古くから用いられてきた概念で

はあるが，費用性資産である棚卸資産とすでに実現している受取債権を同質的

なものとして分類し，それらはともに資金の在高を構成すると考えるという意

味で，発生主義会計の論理の一貫性にかけると批判されている。また，この二

つの項目が同時に含まれているため，これを分析し，解釈してゆくうえでもい

ろいろな不都合が生じている。３５）基礎データから算出される資金増加額と資金

計算書は，次の通りである。

自×年１月１日 至×年１２月３１日

資金の源泉

営業活動からの資金流入額

当期純利益 ２００

減価償却費 ３６

買掛金増加額 １００（＝２００－１００）

財務活動からの資金流入額

資本金増加額 ６４（＝５６４－５００）

４００

資金の使途

投資活動のための資金流出額

固定資産取得額 ２００（＝４００－３００＋１００）

財務活動のための資金流出額

借入金返済額 １００（＝２００－１００）

３００

資金増加額 １００（＝４００－３００）

（図表３）流動資産計算書
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自×年１月１日 至×年１２月３１日

資金の源泉

営業活動からの資金流入額

当期純利益 ２００

減価償却費 ３６

財務活動からの資金流入額

資本金増加額 ６４（＝５６４－５００）

３００

資金の使途

投資活動のための資金流出額

固定資産取得額 ２００（＝４００－３００＋１００）

財務活動のための資金流出額

借入金返済額 １００（＝２００－１００）

３００

資金増加額 ０（＝３００－３００）

（図表４）運転資本資金計算書

運転資本（流動資産－流動負債）の増加額＝

期末運転資本在高｛（現金預金２００＋売掛金８０＋商品１２０）－買掛金２００｝

－期首運転資本在高｛（現金預金１００＋売掛金１００＋商品１００）－買掛金１００｝

＝２００－２００＝０

④ 当座資産資金計算書（図表５）

貨幣性資産の流入・流出を資金の流れと考えて，これらの変動を資金計算書

において開示する。ここで貨幣性資産とは，流動資産から前払費用と棚卸資産

を除外した資産のグループを意味する。すなわち，現金，短期債権・短期債

務，および一時所有の市場性ある有価証券の流入流出に関する取引を資金取引

３５）鎌田信夫，前掲稿，１５０頁。

資金計算書から読みとれる流動性についての検証 ２３３



自×年１月１日 至×年１２月３１日

資金の源泉

営業活動からの資金流入額

当期純利益 ２００

減価償却費 ３６

買掛金増加額 １００（＝２００－１００）

財務活動からの資金流入額

資本金増加額 ６４（＝５６４－５００）

４００

資金の使途

営業活動のための資金流入額

商品増加額 ２０（＝１２０－１００）

投資活動のための資金流出額

固定資産取得額 ２００（＝４００－３００＋１００）

財務活動のための資金流出額

借入金返済額 １００（＝２００－１００）

３２０

資金増加額 ８０（＝４００－３２０）

（図表５）当座資産資金計算書

として認識し，資金計算書において表示する。この概念によれば，短期の受取

債権は貨幣性資産のプールを構成する一要素として認識される。したがって，

実現主義による収益認識と同時に資金収入が認識されるという意味で，発生主

義による損益計算との一貫性を認めることができる。また，短期債務は貨幣性

資産の流出があったものとみなして貨幣性資産から差し引かれる。３６）基礎デー

タから算出される資金増加額と資金計算書は，次の通りである。

当座資産の増加額＝期末当座資産在高（現金預金２００＋売掛金８０）

－期首当座資産在高（現金預金１００＋売掛金１００）

＝２８０－２００＝８０

３６）鎌田信夫，前掲稿，１５０頁。
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自×年１月１日 至×年１２月３１日
資金の源泉
営業活動からの資金流入額
当期純利益 ２００
減価償却費 ３６
売掛金減少額 ２０（＝１００－８０）
買掛金増加額 １００（＝２００－１００）

財務活動からの資金流入額
資本金増加額 ６４（＝５６４－５００）

４２０
資金の使途
営業活動のための資金流入額
商品増加額 ２０（＝１２０－１００）
投資活動のための資金流出額
固定資産取得額 ２００（＝４００－３００＋１００）
財務活動のための資金流出額
借入金返済額 １００（＝２００－１００）

３２０
資金増加額 １００（＝４２０－３２０）

（図表６）キャッシュ・フロー計算書

⑤ キャッシュ・フロー計算書（図表６）

わが国の連結キャッシュ・フロー計算書の作成基準によれば，それは，現金

および現金同等物が資金概念とされている。ここでいう現金とは，手許現金及

び要求払預金であり（作成基準２，１，１），また，現金同等物とは，容易に

換金可能であり，かつ，価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投

資をいう（作成基準２，１，２）とされている。基礎データから算出される資

金増加額と資金計算書は，次の通りである。

キャッシュの増加額＝期末キャッシュ在高（現金預金２００）

－期首キャッシュ在高（現金預金１００）

＝２００－１００＝１００

資金計算書から読みとれる流動性についての検証 ２３５



Ⅳ ま と め

ここまで見てきたとおり，現金および現金同等物を資金として表示する

キャッシュ・フロー計算書には，他の資金を表示する資金計算書に比べて，多

くの情報量が表示されるのである。アメリカでは，財務表利用者への情報提供

という観点から，キャッシュ・フロー計算書の制度化がすすんだが，SFAS

No.９５の背景として，FASBはまず，１９８０年に概念的枠組みに関する研究の一

部として資金フロー報告の問題を論じた討議資料である「資金フロー，流動

性，および財務弾力性の報告」３７）を公表した。この討議資料に取り上げられた

主要な問題は，�資金フロー計算書の焦点として採用されるべき資金（funds）

の概念，�資金に直接的な影響を持たない取引の報告，�資金フローに関する

情報提供の方法，�営業活動からの資金フローに関する情報の提供，�投資活

動に関する資金フロー情報と，営業能力の維持，拡大，または非営業目的のた

めの払出との区別，�資金フローの要約表示，といったものであった（par.

３５）。翌年，公開草案として「企業の利益，キャッシュ・フロー，および財務

状態の報告」３８）が発表されたが，これは，資金報告書の役割と資金フローの報

告内容についての指針を論じ，資金フロー報告は運転資本よりもキャッシュに

焦点を当てるべきとの結論が出された。ここに資金概念は，一応の収束を見た

わけである。

およそ半世紀をかけて，企業の収益性を示す損益計算書に対して，流動性を

あらわす計算書が求められてきた。新田教授は流動性の概念を広い意味で捉

え，これを，企業の一連の活動を通じて次のように説明される。すなわち企業

は，外部から資金を調達し，調達した資金を利益獲得活動に投資する。この投

資には，利益獲得活動そのものに対する投資と，設備など企業の構造にかかわ

３７）FASB, Reporting Funds Flow, Liquidity, and Financial Flexibility, Discussion Memorandum,
Dec.１９８０.

３８）FASB, Reporting Income, Cash Flows, and Financial Position of Business Enterprises,
Exposure Draft, Nov.１９８１.
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る財・用役への投資とがある。前者の営業活動に投じられた資金は，利益獲得

という経常的な企業活動を通じて，絶えず循環することによって貨幣に還流す

る。また，後者の投資活動は，企業の長期的な展望によって行われるものであ

るから，長期に渡って貨幣へと還流することになると。３９）また，溝上教授は，

新田教授の分析を踏まえて次のように言う。すなわち，企業はこのような利益

獲得活動を行うことによって，貨幣の還流を得る。得られた貨幣は再び利益獲

得活動に投じられるか，あるいは調達資本の返済に充てられることになるが，

企業はこれらの一連の活動を通じて，貨幣の確保を行っていく。このことから

流動性の維持は，負債に対する支払能力を確保することだけでなく，短期的お

よび長期的に資金を投下し還流を受けるという活動を通じて貨幣の維持を図る

ことを意味していると。４０）このような視点から考えるならば，資金計算書に

は，企業の活動の実態，すなわち過去，現在，将来に渡って行われる資金の収

支をより正確に表すことが要求されるであろう。すなわち，資金計算書に情報

提供機能を期待するならば，多くの情報を表示するキャッシュという概念が，

他の概念よりも秀でていると思われるのである。

３９）新田忠誓稿「資金計算書における“営業活動からの資金”と計算目的としての資金」『産
業経理』産業経理協会，第４８巻第１号，１９８８年，３６－３７頁。

４０）溝上達也共著「業績報告とキャッシュ・フロー ローソン学説より学ぶ」『会計数値の形
成と財務情報』白桃書房，２００５年，３３－３４頁。
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